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「特別支援教育コーディネーター」を県立高校に広げる県教委方針について（申し入れ）

　昨年１２月１１日、山口教育長は「特別支援教育コーディネーター」を、これまでの小中学校に加え、２００８年４月から県立高校にも広げる方針を示しました。

学校教育法等の一部改正に伴い「特別支援教育」が今年度からはじまりましたが、これまで個々の障害に対応して設置されていた障害児学校が、法律上「特別支援学校」として一本化されるため、学校統廃合など障害児教育予算削減の動きが懸念されています。

高校には、従来から定時制や通信制、地域高校などに発達障害の子どもたちが入学してきていましたが、教科指導や生徒指導など、現場の教職員たちはこれまで手探りで対応してきました。近年は、発達障害の子どもたちの増加と養護学校高等部の施設・設備不足、保護者の要望などで、上記学校に加え、全日制普通高校や専門高校、新しいタイプの多部制・単位制高校などに多く入学してくるようになりました。そこでは、これまでの経験がほとんど活かされず、生徒への対応や指導、コミュニケーションなどに苦慮している実態が数多く報告されています。

　私たちは、この度、貴教育委員会が特別支援教育を喫緊の課題として受け止めたことは評価しつつも、なんら予算措置を講ぜず、同一・一律の内容で現場に一方的に降ろすやり方に、大きな疑問を抱かざるを得ません。

貴教育委員会は、「特別支援教育コーディネーター」を県立高校に広げる方針を、現場の実態や要望に即し、職場全体が支援を必要としている生徒に向き合えるような、もっと柔軟で幅広い実効ある施策にするとともに、特別なニーズをもつ子どもも含め、学校から排除されるおそれのあるすべての子どもたちの多様なニーズに対応できる施策を講じ、よりよい高校教育の実現のために尽力することを改めて訴え、以下の項目を要望します。

記

１　「特別支援教育コーディネーター」の加配や教職員定数増などの予算措置をおこなってください。

支援を必要とする生徒の障害の度合いや周辺問題の多様性は生徒や学校ごとに異なりますので、まず実態調査をおこない、「特別支援教育コーディネーター」の加配をはじめ、いまあるスクールカウンセラーの拡充など教育予算増に努め、支援体制を強化してください。

２　学校長による指名は止めるべきです。

「特別支援教育コーディネーター」は、学校長が指名するのではなく、職場の合意で最も必要で適した人選がおこなえるようにしてください。

３　研修は柔軟におこなえるようにしてください。

研修については、必要な係や関係者全員が受講できるようにし、研修期間や日程も学校業務に支障を来さないよう柔軟に対応できるようにしてください。

４　職場の多忙化を進める施策にしないで下さい。

コーディネーターの位置付けについて、学校によってはすでに検討が始まっていますが、担当者や係を校務分掌上に位置付ける場合は、例えば、既存の「いじめ・不登校対策委員会」に位置付けるなど対応は学校に任せ、継続性と発展性があり、今以上の多忙化を招かない施策にしてください。

以上

